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論文内 容の要 l::. 国
豊
論文の全体は 4 つの章からなる。第 1 章では，設備投資関数の展望をお乙なう。つづいて四半期別


















第 3 章 製造業の設備投資計画と実現関数
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るという形でおとなわれる。このような企業行動を分析するために，第 1 節で製造業の資本金 1 億円
以上の企業についてモデルを構成し，主として日本銀行の「主要企業の短期経済観測」データを用い














































(3) 需要の伸長に応じて資本ストックの不足を補填する能力原理型投資関数では，昭和 35 ・ 6 年の
好況と， 38 ・ 9 年の好況に対する調整ノマターンに差がみられない。したがって，このタイプの投
資関数を単純に適用するだけでは，現実の投資行動を充分に説明できるとは考えられない。
(4) 過去の利潤を予想利潤の代理変数とする利潤原理型投資関数は，景気変動に対して鋭敏に反応
する投資行動を表わす。この関数は，売上げと利潤が共に高水準であった昭和 35 ・ 6 年の時期だ










2 つの時期jに区分して特徴づけるのが妥当である。第 1 の時期は昭和32年から37年までにわたり，こ
の期間の投資行動は加速度原理型ないしは能)J原理型で，マーケットシェア拡大の怠欲は充分に観察
される口第 2 の期間は昭和38年から41年までであり，投資行動は利潤原理型とみなすことができ，成
長よりも安定が重要視され，短期的な観点から操業率の維持に重点が置かれていたと考えられる。し
かし，結果的にはこのような投資行動のもとでは増大するコストの圧迫を軽減することができず，設
備投資による合理化の利益を亨受しえなかったと結論づけられる。
論文の審査結果の要旨
本論文の第一の特色は，企業の設備投資計聞に関する予想統計を利用することにより，企業の投資
行動と計画と実現との二つの出から数量的に分析していることであり，第二の特色は，設備投資の生
産力効果，とくに生産費に対する影轡を計量的に分析していることである。乙れらはいずれもわが国
では新しい試みであって，本論文は経済学博士の学位を授与される価値があるものと認める。
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